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島根県立大学がA市要保護児童対策地域協議会と
共同で行う児童虐待防止推進研修事業プログラムの評価

小田美紀子，祝原あゆみ，高橋恵美子，
小田　香澄，山下　一也

島根県立大学では，A 市要保護児童対策地域協議会事務局である A 市
役所の担当課から事業の委託を受け，A 市要保護児童対策地域協議会との
共同事業として 2011 年度から児童虐待防止推進研修事業を実施してきた。
本稿の目的は，新型コロナウイルス感染症蔓延で一時受託を中止する前の
2011 年度から 2019 年度の９年間のプログラムの評価を行うことである。
９年間の報告書に記載されている 27 講座の「講座の趣旨とプログラムの
概要」を分析した結果，講座テーマは，「現状への理解」「子どもへの理解」

「親子関係の理解」「専門性を高める」「具体的な対応」「虐待防止への支援」
「子どもの育ちへの支援」「家族への支援」「切れ目ない支援」「ネットワー
クづくり」「環境づくり」に分類された。本事業においては，拡大スタッ
フ会議で話し合いを重ねることにより，多種多様な立場にある有識者を招
き最新の情報や知識を教授いただいてきた。このことから，一般市民を含
め多職種に共通する研修ニーズや行政保健師を中心とした専門領域の支援
者の「対人スキル」を強化することができる研修内容を実施してきている
と考えられた。また，参加者も目標参加人数に達しており，より多くの方
に広く児童虐待に対する理解を深めることができたと考える。９年間継続
して事業を行ってきたことにより，事業の趣旨や目標は，達成してきてい
るのではないかと考えられた。

キーワード：子ども虐待，児童虐待，研修会，プログラム評価

概　　要

島根県立大学

Ⅰ．はじめに

児童相談所における児童虐待相談の対応件数
は，児童虐待の防止等に関する法律が制定・施
行された2000年度は17,725件であったが，2020
年度は205,029件となり1），11.6倍増加している。
児童相談所に寄せられた虐待相談の相談経路
は，警察等，近隣・知人，家族・親戚，学校の

順に多くなっており，2012年度から2020年度
まで，この傾向は変わらない。2020年度は，警
察等50.0％，近隣・知人13.5％，家族・親戚8.2％，
学校6.7％である1）。

島根県立大学（以下，本学）がA 市要保護児
童対策地域協議会（以下，A 市要対協）事務局
であるA 市役所の担当課から事業の委託を受
け，「児童虐待防止と対応講座」と題して研修
会を企画し始めたのが 2011年度である。2011
年度までは，児童相談所に寄せられた虐待相談
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の相談経路は，近隣・知人が最も多く，2011年
度は近隣・知人21.4％，次いで警察等18.6% で
あった。虐待の早期発見や地域で支える環境・
地域づくりのためには，一般市民の虐待に対す
る知識が必要である。よって，本事業で行う講
座の対象は，一般市民も含め広く周知し，誰で
も受講できるようにしてきた。

2020年度から2022年度は，新型コロナウイ
ルス感染症蔓延のため，対面での研修会実施が
困難であったこと，また本学においては新型コ
ロナウイルス感染症の教育への対応等の関係で
事業の受託は中止していたが，2023年度からは
委託を受け事業を再開した。

本稿の目的は，2011年度から2019年度の９
年間，A 市要対協と共同で行ってきた児童虐待
防止推進研修事業プログラムの評価を行うこと
である。本事業は，毎年本学とA 市要対協と話
し合いながら研修内容を検討してきたが，一般
市民を含め多職種のニーズにそった内容であっ
たか，必要な研修内容が行われて来たか評価し，
今後の効果的な事業実施に活かしていきたいと
考える。

なお，本文中に「子ども虐待」「児童虐待」
の両方の表記がある。基本的には「子ども虐待」
を使用するが，事業名や報告書内で「児童虐待」
を使用しているものは，そのままの表記を記載
している。「子ども虐待」「児童虐待」いずれも
同じ０～18歳までの虐待を示している。

Ⅱ．児童虐待防止推進研修事業の
概要（2011年度～2019年度）

１．事業の趣旨
児童相談・母子相談において，近年，相談者

自身が精神疾患やパーソナリティ障害を抱えて
いる事例が多く発生しており，これらを支援す
る専門領域の現職者には「支援者」としての「対
人スキル」が求められている。そこで，これら
の業務に関わる支援者が具体的支援・対応につ
いて学び，児童虐待防止に向けての取り組みを
強化する。
２．事業の目標
１）広く一般市民の児童虐待に対する理解を深

める
２）専門職をはじめとする関係者のスキルアッ

プを図る
３）児童虐待防止ネットワークづくりの充実・

強化を図る
３．事業の実施方法・内容

本学がA 市要対協事務局であるA 市役所の
担当課から事業の委託を受け，「児童虐待防止
と対応講座」と題して研修会を年３回実施する。
実施に向けて，本学のスタッフのみで行う学内
スタッフ会議，本学とA 市役所担当課による拡
大スタッフ会議を重ね，事業趣旨の確認，１年
間の講座のねらいの設定，各回講座の企画，当
日の運営について話し合い，講座は本学とA 市
要対協の共同実施により開催する。

講座のねらいや内容は，A 市が抱える課題や
社会の動きに合わせて設定する。拡大スタッフ
会議のメンバーとして， A 市を管轄する児童相
談所職員が加わった年もある。
４．講座の対象

対象は基本的に，一般住民，保健医療福祉関
係者，教育関係者，行政関係者，学生としている。
事例検討を実施する講座では，個人情報保護の
観点から，対象を専門職に限定している回もあ
る。

Ⅲ．研究方法

１．研究対象
児童虐待防止推進研修事業の取り組みについ

て，毎年年度末に報告書を作成し，関係者に配
布してきた。2011年度から2019年度の報告書
に記載されている27講座の「講座の趣旨とプロ
グラムの概要」を研究対象とした。
２．分析方法

報告書の「講座の趣旨とプログラムの概要」
に記載されている各講座の方法，講座のテーマ，
講演等のテーマ，講師，参加人数を表にまとめ，
概観し，９年間のプログラムの評価を行った。

Ⅳ．結　　果

2011年度から2019年度の報告書の「講座の
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趣旨とプログラムの概要」に記載されている27
講座の方法，講座テーマ，講演等テーマ，講師，
参加人数を表１，２に示した。講師は，同じ人
が複数回講師を担当している場合も再掲した。

平均参加人数は，99.1±37.76人であった。
講座の方法は，講演21回，報告６回，パネル

ディスカッション５回，シンポジウム２回，事
例検討２回，グループ討議２回，話題提供１回，
フロア発言・ディスカッション１回であった。

講師等の延人数は，大学教授13名（医学５名，
福祉学４名，総合科学２名，看護学１名，教育
学１名）， A市保健師９名，児童相談所職員９名，
医師９名（小児科又は小児精神科５名，産婦人
科２名，精神科１名，公衆衛生１名），臨床心
理士３名，A 市教育委員会職員２名，保育所・
園長２名，A 保健所保健師１名，他県保健セン
ター保健師１名，C 県健康福祉部青少年家庭課
職員１名，メディカルソーシャルワーカー１名，
保健医療科学院主任研究官１名，子ども虐待防
止センター理事１名，作家／ジャーナリスト１
名，養護教諭１名，漫画家・家族カウンセラー・
大学客員教授１名，大学生１名，警察署生活安
全課職員１名であった。

講座テーマを分類し，更に講演等テーマによ
り内容が分かるものについて講演等テーマの
キーワードを表３に示した。講座テーマは，「現
状への理解」「子どもへの理解」「親子関係の理
解」「専門性を高める」「具体的な対応」「虐待
防止への支援」「子どもの育ちへの支援」「家族
への支援」「切れ目ない支援」「ネットワークづ
くり」「環境づくり」に分類された。「子どもへ
の理解」の内容は，虐待と脳の発達，愛着形成
に関するものであった。「専門性を高める」の
内容は，愛着形成と虐待と発達障がいや臨床法
医学から見た子どもの虐待に関するものであっ
た。「子どもの育ちへの支援」の内容は，育て
にくさ・育ちにくさにどう向き合うか，子ども
の「いや」に困った時の対応についてであった。

「家族への支援」の内容は，家族理解に関する
ものであった。「ネットワークづくり」の内容
の一つは，顔の見える関係づくりに関するもの
であった。「環境づくり」については，ひとり
親家庭への支援や子どもの貧困と地域づくりに

関するものであった。

Ⅴ．考　　察

本事業の対象者は，一般住民，保健医療福祉
関係者，教育関係者，行政関係者，学生として
おり，あらゆる立場にある者が一緒に学び，そ
れぞれの立場で自分にできることを考える機会
としている。また，立場が違う者同士で連携・
協働できることをめざしている。よって，様々
な職種，立場にある人すべての参加者が共通で
学べる内容が求められる。川崎らは，児童相談
所職員を対象とした研修ニーズに関する実態調
査を行っている。その結果，学ぶ必要性がある
と考える講義テーマについて「職種間で差がな
く，学ぶ必要があると答えた人の割合が高かっ
た上位５項目は，『虐待の子どもへの影響』『重
大な被害を受けた事例検証結果の理解』『事例
検討方法』『里親等家庭療養を行う者への支
援』『子ども・保護者への態度，姿勢』であっ
た。このうち，学ぶ必要性がある講義テーマの
上位10項目に含まれたものは，『虐待の子ども
への影響』のみであった」2）と述べている。こ
の結果から言えることは，学ぶ必要性がある講
義テーマの上位10項目中９項目は，職種間で差
があったが，『虐待の子どもへの影響』は，ど
の職種も共通して，その必要性を高く捉えてい
るということである。厚生労働省が発行してい
る子ども虐待対応の手引きによると，「虐待の
子どもへの影響」として，身体的影響，知的発
達面への影響，心理的影響が挙げられている3）。
本事業の講座において「虐待の子どもへの影響」
については，初年度の第２回講座テーマを「児
童虐待予防のために専門職に必要とされるこ
と」として，愛着形成と虐待と発達障がいの関
係について学んだ。また，２年目の第１回講座
テーマを「市民一人ひとりが子どもの発達と虐
待との関係の理解を深める」として，子ども虐
待と脳の発達との関係，子どもの発達と愛着形
成について学ぶ機会を設けた。これは，知的発
達面への影響と心理的影響に関する内容に該当
する。また，２年目の第２回講座テーマを「専
門職として子ども虐待予防における専門性を高

島根県立大学が A 市要保護児童対策地域協議会と共同で行う児童虐待防止推進研修事業プログラムの評価
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表１　講座開催内容（2011～2015年度）

年 講座 方法 講座テーマ・講演等テーマ 講師 参加
人数

2011 １回 パネルディス
カッション

＜児童虐待予防ネットワークのさらなる強化
のために＞

A 児童相談所所長
A 市教育委員会学校教育課児童生徒支援室室長
A 市子育て支援課課長補佐
A 市健康増進課母子保健係係長

84

２回 講演 ＜児童虐待予防のために専門職に必要とされること＞ 116
　講演Ⅰ：愛着形成と虐待と発達障がい
　講演Ⅱ：子ども虐待防止に必要なこと

大学副学長（脳神経内科）
大学教授（人間福祉学部）

３回 講演 ＜児童虐待事例の分析と具体的対応＞ 73
　講演：虐待事例からみえたこと 保健医療科学院公衆衛生看護部主任研究官

事例検討 　事例検討 臨床心理士事務所所長
2012 １回 ＜市民一人ひとりが子どもの発達と虐待との

関係の理解を深める＞
116

講演 　講演Ⅰ：脳の発達と子ども虐待
　講演Ⅱ：子どもの発達とアタッチメント
　　　　　（愛着）の形成

大学副学長（脳神経内科）
大学教授（人間福祉学部）

２回 講演 ＜専門職として子ども虐待予防における専門
性を高める＞

85

　講演Ⅰ：臨床法医学から見た子ども虐待
　講演Ⅱ：子ども虐待の現状と課題

大学教授（法医学）
A 児童相談所所長

３回 パネルディス
カッション

＜子ども虐待事例の分析と具体的な対応＞ 保育所所長
A 市子育て支援課保健師
A 市教育委員会学校教育課児童生徒支援室室長

66

講演 　講演：事例分析をとおした子ども虐待の
　　　　予防から対応まで

B 市保健センター所長補佐兼保健指導係長

2013 １回 ＜母子保健の現状と子ども虐待予防のための
子育て支援＞

90

報告 　報告：A 市の母子保健の現状報告 A 保健所健康増進課課長
A 市健康増進課母子保健係係長

講演 　講演：普段の子育て支援から始まる子ども
　　　　虐待予防

大学教授（人間総合科学研究科）

２回 パネルディス
カッション

＜医療における子ども虐待防止への取り組み
と支援ネットワーク＞

A 児童相談所調整監
開業医（小児科）院長
大学病院メディカルソーシャルワーカー

44

３回 講演・
グループ

討議

＜子ども虐待と精神障害者の関連性・親子の
心の医療のあり方＞

77

　講演：子ども虐待における親の病理・子ど
もの病理と心の医療

母子専門病院小児精神保健科部長

2014 １回 ＜育てにくい子どもの理解と児童虐待予防＞ 125
報告 　報告：A 市における児童虐待の現状 A 児童相談所所長
講演 　講演：発達障害と愛着形成

　　　　～子どもの心の問題を考える２つのキーワード～
大学教授（人間総合科学研究科）

２回 ＜愛着形成に必要な親子の関係＞ 137
講演 　講演：愛着形成に必要な親子の関係 他県の児童相談所所長

フロア発言・
ディスカッ

ション
３回 シンポジウム ＜ともに進める児童虐待防止のネットワーク

づくり＞
A 市子育て支援課課長補佐
保育園園長
開業医（小児科）院長
A 児童相談所調整監

47

2015 １回 ＜親子関係や子育てのあり方を考える＞ 164
講演 　講演：できていますか　怒って泣いて笑える子育て

　　　　～母親の心を軽くする支援について考える～
子ども虐待防止センター理事

２回 ＜周産期における産み育てやすい環境づくり＞ 79
話題提供 　話題提供：A 市における妊娠から出産・

　　　　　　産後の切れ目ない支援をめざして
A 市健康増進課母子保健係係長

講演 　講演：地域包括ケア時代の母子保健医療福祉
　　　　～周産期に着目して～

大学病院総合診療サポートセンター　センター長

３回 ＜ともに進める児童虐待防止のネットワークづ
くり～顔の見える関係づくりをめざして～＞

52

事例検討会 　話題提供・事例提供 臨床心理士事務所所長
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表2　講座開催内容（2016～2019年度）

年 講座 方法 講座テーマ・講演等テーマ 講師 参加
人数

2016 １回 ＜居所不明児童の存在とその現状を知る＞ 141

講演 　講演：消えた子どもたち～居所不明児童の実態～ 作家/ ジャーナリスト

報告 　報告：C 県における児童の状況把握について A 児童相談所所長

２回 パネルディス
カッション

＜妊娠前からの切れ目のない支援のために＞ 大学病院産婦人科医
大学病院精神科医

106

グループ討議 大学病院小児科医
高等学校養護教諭

３回 ＜子ども虐待防止のために一人ひとりが取り
組む支援を考える＞

119

講演 　講演：身近で起こりうる子ども虐待に
　　　　あなたはどう関わりますか

大学教授（人間福祉学部）

2017 １回 ＜地域で子どもの育ちを支援する＞ 111

報告 　報告：C 県における児童虐待対策について A 児童相談所所長

講演 　講演：育てにくさ・育ちにくさにどう向き
　　　　合っていくか
　　　　～どのように地域をつくっていけばよいか～

大学教授（精神科医）

２回 パネルディス
カッション

＜妊娠前から切れ目のない支援のために＞ 産婦人科医院院長
臨床心理士事務所所長
A 市健康増進課課長補佐

72

３回 ＜子どもも大人も安心して暮らせる地域づくり＞ 119

講演 　講演Ⅰ：ひとり親家庭への支援 C 県健康福祉部青少年家庭課母子福祉グループ
グループリーダー

講演 　講演Ⅱ：子どもの貧困と地域づくり 大学教授（現代福祉学部）

2018 １回 ＜子どもの育ちを支援する＞ 107

講演 　講演：子どもの健やかな発達のために大切なもの
　　　　～これからの子育てをみんなで考え
　　　　てみませんか～

大学教授（小児科）

２回 ＜医療機関と地域がつながるために＞ 91

報告 　活動報告：開設から１年を迎えるＡ市母子健康
　　　　　　包括支援センター“きずな”について

A 市健康増進課主任保健師

講演 　講演：医療現場における子ども虐待防止の
　　　　ための支援の実際

国立成育医療研究センターこころの診療部統括部長

３回 ＜事例を通して考える　地域でできる子ども
虐待予防と防止への支援＞

39

講演 　講演：事例を通して考える地域でできる
　　　　子ども虐待の支援

大学教授（地域・老年看護学）

2019 １回 ＜「家族支援」ができる支援者を目指して＞ 187

講演 　講演：「家族理解」が「家族支援」である 漫画家・家族カウンセラー・大学客員教授

２回 ＜子どもの感情を育てる大人の関わり＞ 157

講演 　講演：子どもの「いや」に困ったとき
　　　　－叱ればいいの？受けとめればいいの？－

大学教授（教育心理学）

３回 ＜A 市における子ども虐待対応とその後の支援＞ 72

報告 　活動報告：A 市在住ブラジル人の妊娠・出産・
　　　　　 子育てについてのニーズ調査

大学学生（４年生）

シンポジウム 　シンポジウム：子ども虐待を通告した後，
　　　　　　　　子どもはどう守られるか？

A 市子ども家庭相談室室長
児童相談所相談支援課課長
警察署生活安全課指導官
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める」として，臨床法医学から見た子ども虐待
について学ぶ機会を設けた。これは，身体的影
響に関する内容に該当すると考えられる。以上
から，本講座は，多職種の研修ニーズにそった
内容からスタートし，国が示している虐待対応
の「虐待の子どもへの影響」についての内容を
盛り込んだ研修が実施できていたと評価でき
る。

多職種の中でも，より多くの事例に虐待予防
から早期発見，対応まで幅広く関わる職種は行
政保健師である。有本らの文献検討によると，
複数の文献において共通した保健師の活動上の
課題として，「親子の状況把握に対する困難感」

「母親に対する支援に対する困難感」「親とのコ
ミュニケーションの困難感」「精神的・経済的
な問題をもつ親への対応の難しさ」4）が挙げら

れている。また，有本らの研究によると，児童
虐待事例への支援において行政保健師の94.4％
が困難感を感じており，その理由の上位３位が

「介入方法やタイミングの難しさ」「健康問題
と生活課題の重複」「関係機関との連携の難し
さ」5）であった。本事業の講座では，親子の状
況把握の方法は，事例検討を通して学び，得た
情報を元にアセスメントを実施した。母親に対
する支援や親とのコミュニケーション及び介入
方法やタイミングについても事例検討を通して
考えてきた。また，親への支援として，2019年
度の第１回講座テーマを「家族支援ができる支
援者を目指して」として，家族理解の講義の中
で学んできた。精神的な問題をもつ親への対応
は，2015年度の第１回講座テーマを「親子関係
や子育てのあり方を考える」として，母親の心

表３　講座テーマの分類
　　講座テーマの分類 講座テーマ 講演等テーマのキーワード
現状への理解 居所不明児童の存在とその現状を知る

A 市における子ども虐待対応とその後の支援
母子保健の現状と子ども虐待予防のための子育て支援

子どもへの理解 市民一人ひとりが子どもの発達と虐待との関係の理解を深める 脳の発達と子ども虐待
発達と愛着の形成

育てにくい子どもの理解と児童虐待予防 発達障害と愛着形成

親子関係の理解 愛着形成に必要な親子の関係
親子関係や子育てのあり方を考える

専門性を高める 児童虐待予防のために専門職に必要とされること
専門職として子ども虐待予防における専門性を高める
子ども虐待と精神障害者の関連性・親子の心の医療のあり方

愛着形成と虐待と発達障がい
臨床法医学から見た子どもの虐待

具体的な対応 児童虐待事例の分析と具体的対応
子ども虐待事例の分析と具体的な対応

虐待防止への支援 子ども虐待防止のために一人ひとりが取り組む支援を考える
事例を通して考える　地域でできる子ども虐待予防と防止への支援

子どもの育ちへの支援 地域で子どもの育ちを支援する 育てにくさ・育ちにくさにど
う向き合うか

子どもの育ちを支援する
子どもの感情を育てる大人の関わり 子どもの「いや」に困った時

の対応

家族への支援 「家族支援」ができる支援者を目指して 家族理解

切れ目ない支援 妊娠前からの切れ目のない支援のために（2 回実施）

ネットワークづくり 児童虐待予防ネットワークのさらなる強化のために
医療における子ども虐待防止への取り組みと支援ネットワーク
ともに進める児童虐待防止のネットワークづくり（2 回実施）
医療機関と地域がつながるために

顔の見える関係づくり

環境づくり 周産期における産み育てやすい環境づくり
子どもも大人も安心して暮らせる地域づくり ひとり親家庭への支援

子どもの貧困と地域づくり

小田美紀子・祝原あゆみ・高橋恵美子・小田香澄・山下一也
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を軽くする支援について学んでいる。経済的な
問題をもつ親への対応は，2017年度の第３回講
座テーマを「子どもも大人も安心して暮らせる
地域づくり」として，ひとり親家庭への支援や
子どもの貧困と地域づくりについて学んだ。関
係機関との連携については，講座の中でパネル
ディスカッションやシンポジウム，事例検討を
取り入れ，できるだけグループワークやディス
カッションを行うことにより，職種や立場によ
る役割や悩み等を共有し，現場で連携がとれる
よう講座の内容を考えてきた。以上から，多職
種に共通する研修ニーズや行政保健師を中心と
した専門領域の支援者の「対人スキル」を強化
することができる研修内容は，９年間の事業の
中で実施してきていると考えられる。　

拡大スタッフ会議で話し合いを重ねることに
より，講座の講師も多分野の大学教授・医療機
関の医師やメディカルソーシャルワーカー，児
童相談所職員，市や県の子ども虐待に関わる職
員，保育園や教育機関の職員，臨床心理士，警
察署職員，他県の子ども虐待に関わる専門機関，
作家やジャーナリストに至るまで多種多様な立
場にある有識者を招き，最新の情報や知識を教
授いただくことができた。このことからも一般
市民を含め多職種のニーズにそった研修内容に
なったのではないかと考えられる。参加人数に
ついても１回の講座の目標100名程度に対し，
平均参加人数99.1±37.76であり，より多くの方
に広く児童虐待に対する理解を深めることがで
きたと考える。９年間継続して事業を行ってき
たことにより，事業の趣旨や目標は，達成して
きているのではないかと考えられる。

Ⅵ．評価の限界と今後の課題

今回は，児童虐待防止推進研修事業の報告書
に記載されている「講座の趣旨とプログラムの
概要」の各講座の方法，講座のテーマ，講演等
のテーマ，講師，参加人数のみを分析対象とし
たため，大枠での事業評価となった。今後，報
告書に記載されている講座の報告内容やアン
ケート結果を分析することにより，事業の更な
る評価が期待できる。

今後の事業を実施する上での課題は，今まで
企画案の段階で講師として候補に挙がっていた
当事者である虐待の加害者や被虐待者の講演の
実施である。これについては，2023年度に実施
予定であるが，今後も多種多様な立場にある講
師の研修を企画し，視野を広げることが重要で
ある。また，時代背景に合わせたトピックスを
取り入れ，最新の知見を得ること，研修受講が
実践に役立っているか評価することが必要と考
える。

Ⅶ．結　　論

2011年度から2019年度の児童虐待防止推進
研修事業報告書に記載されている27講座の「講
座の趣旨とプログラムの概要」を分析した。本
事業では多種多様な立場にある有識者を招き，
最新の情報や知識を教授いただくことにより，
一般市民を含め多職種に共通する研修ニーズや
行政保健師を中心とした専門領域の支援者の

「対人スキル」を強化することができる研修内
容を実施してきていると考えられた。また，参
加者も目標参加人数に達しており，より多くの
方に広く児童虐待に対する理解を深めることが
できたと考える。９年間継続して事業を行って
きたことにより，事業の趣旨や目標は，達成し
てきているのではないかと考えられた。

今後は，虐待が起こる家庭の状況について，
さらに理解を深める必要があると考える。
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